
 
 
 
 
 
 
 
 

計画実行・監視専門調査会（第１回） 

議 事 録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

内閣府男女共同参画局 



 

計画実行・監視専門調査会（第１回） 議事次第 

                        

令和３年５月１２日（水）                         

１ ７ ： ０ ０ ～ １ ９ ： ０ ０ 

オ ン ラ イ ン 開 催 

                        

 

                    

１ 開会 

 

２ 議題 

「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2021」について 

  

３ 閉会 

 

 

【資料】 

資料１ 専門調査会の設置について 

資料２ 計画実行・監視専門調査会運営規則（案） 

資料３ 「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2021」の策定に向けて 

 

参考資料１ 計画実行・監視専門調査会委員名簿 

参考資料２ すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画会議合同会議 

      （３月９日）における菅内閣総理大臣発言 

参考資料３ 第５次男女共同参画基本計画における女性の登用・採用に関する 

成果目標一覧 

参考資料４ 女性活躍の現状と課題 

参考資料５ 関係規定等 



 

 

【出席者】 

会長  佐藤  博樹 中央大学大学院戦略経営研究科教授 

委員 石黒  不二代 ネットイヤーグループ株式会社代表取締役社長兼CEO 

同 井上  久美枝 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

同 大崎  麻子 関西学院大学客員教授 

同 窪田  充見 神戸大学大学院法学研究科教授 

同 佐々木 成江 名古屋大学大学院理学研究科生命理学専攻准教授、 

お茶の水女子大学ヒューマンライフイノベーション 

研究所准教授 

同 治部  れんげ 東京工業大学リベラルアーツ研究教育院准教授 

同 白波瀬 佐和子 東京大学大学院人文社会系研究科教授 

同 徳倉  康之 NPO法人ファザーリング・ジャパン理事、 

株式会社ファミーリエ代表取締役社長 

同 内藤  佐和子 徳島市長 

同 山口  慎太郎 東京大学大学院経済学研究科教授 

同 山田  秀雄 山田・尾﨑法律事務所代表弁護士 

内閣府 丸川  珠代 特命担当大臣（男女共同参画） 

同 林   伴子 男女共同参画局長 

同 伊藤   信 大臣官房審議官（男女共同参画局担当） 

同 畠山  貴晃 男女共同参画局総務課長 

同 古瀬  陽子 男女共同参画局推進課長 

同 矢野  正枝 男女共同参画局総務課調査室長 

 



1 

 

○佐藤会長 では、定刻になりましたので、ただいまより、第１回「計画実行・監視専門

調査会」を始めさせていただきます。 

 本専門調査会は、先月28日に開催されました、第63回「男女共同参画会議」によって設

置されました。参考資料１の名簿に示されている男女共同参画会議議員及び専門委員の

方々で、今後、御審議いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 調査会の進行は、男女共同参画会議議長から、この専門調査会の会長に指名されました、

私、佐藤博樹が務めさせていただきます。皆さんには、是非御協力いただければ、有り難

いです。よろしくお願いいたします。 

 今日は、第１回の調査会ということですので、初めに、各委員、それぞれ簡単に自己紹

介をお願いできればと思います。お一人１分程度で名簿順にお願いしたいと思います。 

 最初に、石黒委員、お願いいたします。 

○石黒委員 ネットイヤーグループの代表をしております、石黒と申します。 

 昨日開場しまして、次の株主総会でサクセッションプランが成功しまして、次の人に譲

るのですけれども、相変わらず取締役で、ネットイヤーグループは、デジタルマーケティ

ングのプロモーションなどを大きい企業に提供している会社で、上場会社でございます。 

 2008年に上場いたしまして、IT系で女性の社長というと、上場企業で本当に数人ではな

いかと思いますけれども、そういった経済界の声ということで、今後、貢献していければ

と思っております。よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうぞよろしく。 

 それでは、続きまして、井上委員、お願いいたします。 

○井上委員 皆さん、はじめまして、労働組合の連合の井上と申します。総合政策推進局

長で、ジェンダー平等多様性の担当をしております。 

 久しぶりに連合というか、労働側の代表として、この専門調査会に入れていただきまし

て、ありがとうございます。よろしくお願いします。 

○佐藤会長 どうもありがとう。 

 ちょっと事務局の人にお願いなのだけれども、委員の先生方の名前がローマ字になって

いる人がいるから、ちょっと見にくいと思うので、多分、事務局が直せると思うので、漢

字に直していただくと分かりやすい。簡単にちょっと所属か何か入れるとか、やっていた

だければと思います。 

 それでは、大崎委員、お願いいたします。 

○大崎委員 ありがとうございます。皆さん、こんにちは。大崎麻子と申します。よろし

くお願いいたします。 

 私の専門領域は、国際公共政策としてのジェンダー平等と女性のエンパワーメントの推

進です。 

 1995年に、この２つが国際社会共通の目標になりましたけれども、それを受けて、これ

を実現するための手段としてジェンダー主流化というアプローチを浸透させようというこ
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とが国連で言われまして、ちょうどその時、私はUNDPという国連機関におりましたので、

開発支援の文脈で、このジェンダー主流化アプローチを確立していく、実践していくとい

うことに従事いたしました。 

 それ以来ずっと途上国の支援を専門としていたのですが、2011年の東日本大震災を機に、

日本国内のジェンダー問題や、女性や女の子のエンパワーメントにも携わるようになりま

した。 

 NPO法人ジェンダーアクションプラットフォームというのを設立いたしまして、今は、国

連ですとか、G20、APECなどの国際会合でのジェンダー平等アジェンダの政策議論に参加し

たりですとか、日本国内では、既に世界にたくさんある知見とか手法を生かしながら、い

ろいろなところで、ジェンダー平等推進の取組を行っています。 

 この専門調査会では、私からは、国際協調、国際動向の観点から、また、ジェンダー主

流化の実践という観点からインプットさせていただければなと思っております。よろしく

お願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 では、続きまして、窪田委員、お願いいたします。 

○窪田委員 神戸大学の窪田でございます。 

 専門は、法律学、民法ですけれども、特に不法行為法、家族法の関係を研究しておりま

す。 

 家族関係等に関しては、法務省のほうでも関係する法制審議会等に参加しております。 

 また、本務校の仕事とは別に、学術振興会のほうで主任研究員として、科研費の助成や

各省に関しての選考等に関わらせていただいておりますが、その際にも、男女の比率とい

うことがずっと問題になっております。特に比較的年齢が上になると、どんどんそれが厳

しくなっていくという状況について、かなり深刻に考えておりましたので、この機会に携

わらせていただければと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 では、続きまして、佐々木委員、お願いいたします。 

○佐々木委員 お願いします。 

 名古屋大学、お茶の水女子大学で准教授をしております、佐々木成江です。生物学の研

究をしております。 

 大学院は、東京大学に進学しましたが、学部、ポスドク、助手、講師時代をお茶大で過

ごしております。 

 その際、今回、基本計画の策定に関わられた、お茶の水女子大学の室伏きみ子先生のも

とで研究をしており、室伏先生から、そろそろ子供も欲しいでしょう、一緒に保育園を作

りましょうと声をかけられ、保育園設置１年後に出産いたしました。 

 その後、夫の異動に伴い、名古屋大学に赴任しましたが、女性研究者のあまりの少なさ

に大きな違和感を感じ、お茶大での経験を生かし、子供が小学校に入る前に、全国初とな
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る学内学童保育のほか、育児支援室、病児病後児保育、女性リーダー合宿など、様々な活

動に関わり、2015年には名古屋大学は国連女性機関の男女共同参画を推進する世界の10大

学に選ばれています。 

 また、私の所属する生命理学専攻の女性教員比率を10年で３％から25％に引き上げまし

た。本委員会では、理系の女性研究者を代表して積極的に発言できればと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、治部委員、お願いいたします。 

○治部委員 こんにちは。治部と申します。どうぞよろしくお願いします。 

 私、現在の所属は東工大の教養部門で、フルタイムで教員をしておるのですが、もとも

と私のキャリアのメインはメディアというか、報道記者です。主に経済部門のことをやっ

ておりまして、大学を出てから16年間は、日経BP社という日経新聞の子会社で記者をして

おりました。ですので、主に企業の取材をしておりました。 

 直近７年間はフリーのジャーナリストで、ジェンダーや多様性について、経営やメディ

ア、あとは家庭の性別役割分担というのは、結構日本がきついので、こういった分野につ

いて取材、執筆等をしておりました。 

 この会議体では、主にメディアとか世論ですね、人々の意識とか、ちょうど子供が小学

校、中学校の人がおりますので、初等中等教育におけるジェンダーの視点というところを

お話しできればと思っています。よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、白波瀬委員、お願いいたします。 

○白波瀬委員 よろしくお願いいたします。白波瀬佐和子と申します。 

 東京大学人文社会系研究科で教員をしております。専門は社会学、具体的には少子高齢

化の階層研究、社会的不平等について、実証的に研究を積み上げてまいりました。 

 日本におけるジェンダー格差の大きさというのは、国際的にもかなり有名なわけですけ

れども、特にエビデンスベーストポリシーということで、やはり実証研究を基に政策展開

することが大切と思います。委員の先生方は既にすばらしい業績をお持ちの方々ばかりで、

特に先ほどご報告があった女性教員割合の３％から25％で、どうしてそんなに急に上がっ

たのだろうなと感心しました。このように実際に数字として出るくらい少しでも何かでき

ればいいなと思います。よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 徳倉委員は、18時頃参加されるということですので、そのときに自己紹介をしていただ

ければと思います。 

 それでは、続きまして、内藤委員、お願いいたします。 

○内藤委員 皆さんはじめまして、徳島市長の内藤佐和子と申します。 

 私は昨年の４月に36歳０か月で全国最年少女性市長として徳島市長に就任をいたしまし
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た。もともとはいろいろなまちづくりをしたり、徳島県や徳島市のいろいろな審議会の委

員を務めさせていただいたりした後に市長になりました。 

今、自治体の長として、この会議に参加をさせていただいているのですけれども、徳島

市も、私が女性ということで問題意識を強く持っており、ジェンダーギャップの解消の取

組をかなり強く推し進めているところです。 

 やはり、地方自治体はかなり住民と近い立場にありますので、例えばDVや離婚の養育費

の話は身近な話ですし、今はコロナ禍であるということで更にそういった悲痛な話が多く

聞こえてくるというのが現状です。そういったことも含めて会議で発言させていただけれ

ばと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、山口委員、お願いいたします。 

○山口委員 ありがとうございます。皆さん、はじめまして、東京大学の山口慎太郎と申

します。 

 専門は労働経済学で、労働市場政策や家族政策についての政策評価などを行っておりま

す。 

 この内閣府でも、つい先日まで、コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会という

ところに参加させていただいて、労働力調査などを使わせていただいて、コロナの影響で

すとか、あるいは休校の影響などを見させていただきました。そういった専門性から、こ

ちらでもお役に立てればと考えております。よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 ありがとうございます。 

 それでは、最後になりましたが、山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 皆さん、こんにちは。弁護士をやっております、山田秀雄と申します。よろ

しくお願いいたします。 

 私は、東京で40年ほど弁護士をやっております。専門は一般民事、企業法務が中心なの

ですが、今回のこの調査会のテーマとの関係で申し上げますと、30年ぐらい前から弁護士

会の活動として、両性の平等、特にセクシャルハラスメント、ドメスティックバイオレン

ス、それから、ストーカー規制法等々の問題について携わっておりまして、2014年に、私

の所属している第二東京弁護士会で初めて、女性副会長２名をクオータ制によって実現す

る、これは、結構年数がかかったのですが、それを実現したということで少し注目を浴び

ました。 

 その後、日弁連の副会長として、やはりこの日弁連でも副会長クオータ制というものを

実現するべく、これも３年ぐらいかけまして、2017年ですか、クオータ制が実現すること

になりました。 

 主として、司法の分野、特に弁護士の世界における女性活躍推進について、発言できる

機会があるのではないかなと思っております。よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 
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 私、進行係の役割を仰せつかっていますが、自己紹介を最初にしなくてはいけなかった

のもしれませんが、人的資源管理が専門で、具体的には、最近は女性活躍とか、ワーク・

ライフ・バランスあるいはダイバーシティ推進みたいなことについて勉強をさせていただ

いています。民間企業30社ぐらいとダイバーシティの研究会なども開催いただいています。 

 男女共同参画会議、専門調査会については、基本計画ができた頃から関わらせていただ

いていますので、多少古いことを知っているということで、皆さんの議論に参考になる情

報を提供できればと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日は、丸川大臣にも御出席いただいていますので、一言御挨拶をいただけ

ればと思います。よろしくお願いいたします。 

○丸川大臣 ありがとうございます。 

 委員各位におかれましては、はじめましての方もいらっしゃいますし、前から御存じの

方もいらっしゃいますが、このような形で、この第５次男女共同参画基本計画に対する計

画実行・監視専門調査会ということで立ち上げをさせていただきまして、御参加を賜りま

して誠にありがとうございます。 

 この計画実行・監視専門調査会を作ったというのは、まさにこの計画をしっかり進めて

いくには見張り役を立てなければいけないという思いに至ったからでございまして、横で

林局長が大きくうなずいていますが、何年かに一度やっていたのでは駄目だと、何なら毎

年しっかりチェックさせていただきますということのために、皆様方にお願いをして、こ

ういう会を作らせていただきました。 

 そして、まずは、この当該年度と翌年度に重点的に取り組む事項取りまとめて、翌年度

の予算の骨太の方針なり、予算に反映させるということが、目先、とても大切な目標でご

ざいます。 

 女性版の骨太の方針等とも言うべき、女性活躍・男女共同参画の重点方針というのがご

ざいます。まずは、ここに盛り込むべき内容について御議論いただきたいと存じます。こ

こでの調査会での会議が、男女共同参画会議での議論につながっていくことになりますの

で、よろしくお願い申し上げます。 

 今後、５次計画をしっかりと実行していくためには、腰を据えた議論が欠かせません。

親会議では秋以降、審議を活性化していきますが、ここでの議論がその土台となります。

皆様方には、５次計画の実行状況の監視を行っていただきながら、この秋以降の親会の議

論に向けた土台をしっかり作っていただきたいと思っておりますので、どうぞ忌憚のない

御意見をお寄せください。よろしくお願い申し上げます。 

○佐藤会長 丸川大臣、どうもありがとうございました。 

 大臣は、可能な範囲で今日も御出席いただけるということで、ただ、用務があるので途

中抜けられるということになるようですけれども、本当に時間を取って御出席をいただけ

ますので、御発言していただければと思います。 

 それでは議事に入りますが、まずは、何度もいいますが、今日は第１回ということです
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ので、専門調査会の運営について御説明いただくということがすごく大事だと思いますの

で、まずは、資料の確認と専門調査会の運営について、事務局から御説明をいただければ

と思います。 

○畠山課長 男女共同参画局の総務課長をしております、畠山と申します。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 まずは、今回の配付資料につきまして、確認申し上げます。 

 資料１から３までございます。 

 資料１でございますけれども、４月28日の男女共同参画会議で決定されました専門調査

会の設置に関する資料でございます。２つの専門調査会が設置されるということが決定さ

れておりますけれども、その中で、当専門調査会、「計画実行・監視専門調査会」につい

ても記載してございます。 

 続きまして、資料２でございますけれども、こちらは、この専門調査会の運営規則の案

でございます。これは、また後ほど説明いたします。 

 資料３につきましては、今般、策定をしたいと思ってございます重点方針2021の策定に

当たっての方向性を示すものでございます。 

 以上が資料でございますが、その後に、参考資料が１から５までついてございます。こ

ちらにつきましては、適宜、御参照いただければと思います。 

 今回の会議の資料の説明は、以上でございます。 

 続きまして、資料の中身について御説明させていただきます。 

 まず資料１、専門調査会の設置についてということでございまして、先ほど申し上げま

した「計画実行・監視専門調査会」、「女性に対する暴力に関する専門調査会」、２つの

専門調査会が設置されているところでございますけれども、そのうち、この「計画実行・

監視専門調査会」につきましては、まず、昨年末に決定されました５次計画の実行の監視

を、まず行っていただくということ。 

 それから、まさに本日御審議いただいておりますテーマであります、「女性活躍・男女

共同参画の重点方針」、これは毎年６月を目途に作るということになってございますので、

毎年度、この審議をいただくということでございますけれども、その本年度版につきまし

て、本日御審議いただくということを考えてございます。 

 また、この専門調査会の役割としましては、３つ目でございますけれども、集中的に議

論すべき課題についての調査審議ということでございまして、特に秋以降になろうかと思

いますけれども、テーマを決めて、そのテーマについて、より深掘りした審議をお願いし

たいと思っているところでございます。 

 その他、政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響の調査審議ということをお

願いしたいということで、４月28日の男女共同参画会議で決定しているものでございます。 

 続きまして、資料２の運営規則の案につきまして御説明させていただきます。資料２を

ご覧いただければと思います。 
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 簡単に中身を御説明させていただきますけれども、まず、第２条でございますが、会議

の招集は会長が行います。所属する議員、専門委員の過半数の出席が求められるというこ

とでございますけれども、会長が、必要があると認めるときには過半数が出席せずとも招

集できるという例外規定を置いてございます。 

 第３条では、欠席の場合に代理人を出席させたり、他の委員等に議決権の行使を委任す

ることはできないことや、欠席する際の書面による意見提出について規定してございます。 

 第４条では、議事は出席した委員等の過半数をもって決する、可否同数の場合には会長

が決する。 

 それから、委員等の過半数の出席がない場合には、議決はできませんが、会長が必要と

認めるときには議決ができ、その場合には次回開催時に会長から議決について報告すると

いうことが書いてございます。 

 第５条では、公開で開催すること、これも例外がございまして、公平かつ中立な議事を

保証する静謐な環境の維持に支障を及ぼすおそれがあると認めるときには、非公開とする

ことができるという旨が記載してございます。 

 以下、第６条では議事録の作成・公表について。 

 第７条では、会長代理について。 

 第８条で、その他必要な事項は会長が定めることについて規定してございます。 

 資料の説明は、以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 今の資料の１の専門調査会の設置について、２つ専門調査会が会議の下に設置され、こ

れは計画実行・監視専門調査会で一応４つのミッションが書かれていますけれども、今日

は、２つ目の女性活躍・男女共同参画の重点方針の調査審議と、この２つ目について、皆

さんに御意見を伺うということです。 

 それと、今日は１回目ですので、計画実行・監視専門調査会の運営規則を御了解いただ

かないといけないので、今、御説明いただいた内容で御了解いただけますでしょうか、運

営規則（案）です。いかがでしょうか。事前に見ていただいていると伺っていますが、よ

ろしいですか。 

（異議なしの意思表示あり） 

○佐藤会長 それでは、この運営規則（案）を御了解いただいたということで、これに基

づいて運営させていただければと思います。 

 それで、ただいま御了解いただきました運営規則の第７条に基づきまして、白波瀬委員

を会長代理に指名させていただきたいと思いますので、白波瀬委員、よろしくお願いいた

します。 

○白波瀬会長代理 はい、よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 よろしくお願いいたします。 

 それでは、今日の議論、ここでは既にお話ししましたように、女性活躍・男女共同参画
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の重点方針について調査審議するということですけれども、それについて、どんな範囲に

ついて議論をしたほうがいいのかということについて、男女共同参画会議の御説明をいた

だきたいと思いますので、先月28日に行われました男女共同参画会議での議論や、今後の

スケジュールについて、事務局から御説明いただければと思います。よろしくお願いいた

します。 

○畠山課長 資料３をご覧いただければと思います。 

 「『女性活躍・男女共同参画の重点方針2021』の策定に向けて」ということでございま

すけれども、先月28日の男女共同参画会議においては、この資料を提示させていただきま

して、この資料を基に、ここにどういうことを反映していくかということを議論いただき

ました。 

 簡単に柱を御説明させていただきますと、１つ目が「女性の登用・採用拡大」というこ

とでございまして、本年３月９日に「すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画

推進本部」の合同会議というのが、これは全閣僚をメンバーとした会議でございますけれ

ども開催しておりまして、そこで総理から御指示をいただいてございます。 

 その内容というのが、５次計画に掲げられました女性の登用・採用拡大に関する目標と

いうのが様々ございますけれども、その具体的な中身というのは、参考資料３についてご

ざいますけれども、それを達成するということでございまして、その目標達成に向けて、

令和３年度、令和４年度、各府省が、それぞれ自分たちがやるべきことをしっかりと盛り

込むようにという指示を、その本部で総理から出されたところでございます。 

 それを受けました具体的な取組策ということを、ここに記載していくということでござ

います。 

 各府省の取組ということでございますので、決して各省の女性公務員がどうするとかい

うことでなくて、各府省が具体的な施策として、58項目の目標ございますけれども、そこ

で何をするかということを、ここに書き込むということでございます。それが１つ目。 

 ２つ目が、新型コロナ対応ということで、これはもう御承知だと思いますけれども、女

性に大きな影響を及ぼしております新型コロナ、そうした環境の中で、今何をやらないと

いけないのかということについて、盛り込むということでございます。 

 ３つ目が、女性活躍のための環境整備ということでございまして、暴力の根絶、健康支

援等々、女性活躍のために重点的に取り組むべき内容を盛り込むという、この３つの柱で

提示させていただきました。 

 その際に、有識者の先生方から様々御議論いただきましたけれども、幾つか主だった意

見と申しますか、そういったものを御紹介させていただければと思います。 

 まず、女性の登用・採用拡大に関しましては、働き方改革など多様な人材が活躍できる

職場づくりが大事だというような御意見をいただいたところでございます。 

 また、男性の家事育児参画あるいは生活改革の促進というようなことも必要であるとい

う御意見もいただきました。 
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 それから、登用・採用に関して、徹底的な見える化を進めるべきであるという御意見も

いただいてございます。 

 さらに、都心のトップの会社といいますか、都心にある大きな会社だけではなくて、中

間管理職とか地方とか、そういった取組の裾野を広げていくことが大事だという御意見も

いただいてございます。 

 また、女性活躍の取組に応じて、インセンティブとかペナルティーみたいなことを制度

化するといったことも必要ではないかといった御意見もいただきました。 

 さらに、そうした制度的な話以外にも、旧来型の人事慣行の見直し、意欲ある女性を登

用するというトップ、それから社会全体の意識改革、それから、アンコンシャスバイアス

といいますか、無意識の思い込みあるいは固定的な性別役割分担意識の解消、そうしたこ

とも必要であるという御指摘もいただいたところでございます。 

 以上が登用・採用拡大でございますけれども、続きまして、新型コロナ対応に関しまし

ては、配偶者暴力・性暴力被害というのが多く認められるようになっているということで

ございますけれども、単に保護するだけではなくて、生活を再建できるところまで取り組

む必要があるのではないかといった御指摘をいただきました。 

 また、新型コロナの中で極めて生活が厳しくなっておられる方が多い、ひとり親、低賃

金で働く方などへの集中的な支援が必要であるといった御意見。 

 さらに、非正規雇用の正規雇用化への推進を進めるべきであるといった御意見もいただ

いたところでございます。 

 次に、女性活躍のための環境整備に関しては、これは、税や社会保障の関係で扶養の範

囲内で働くということを、現在の制度が誘引しているのではないかという御意見をいただ

きまして、その在り方の検討が必要ではないかといったこと。 

 それから、男女共同参画にEBPMの観点を盛り込むことが必要ではないか。更には、選択

的夫婦別氏制度に関する議論を進めることといった御意見がございました。 

 今後の進め方につきまして、御説明させていただきます。 

 本日、この専門調査会でいただきました御意見、更には、女性に対する暴力の分野にお

きましては、昨日、「女性に対する暴力に関する専門調査会」で御議論いただいたところ

でございますけれども、その御意見を踏まえまして、男女共同参画会議を開催いたしまし

て、重点方針に盛り込むべき内容を御議論いただくということを予定してございます。 

 最終的には、男女共同参画会議の意見を踏まえまして、６月を目途に「女性活躍・男女

共同参画の重点方針2021」を決定するという予定にしてございます。 

 私からの説明は、以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 ５次の計画は、５年間の計画があるわけです。これは、政府として着々と進

めていただくということがあった上で、今日御意見を伺いたいのは、今年度と、来年度に

ついては、概算要求ということになるわけですけれども、そういう意味では、今年度と来

年度に重点的にやるものとして御意見を伺いたいということです。５年間の計画は当然や
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っていくという前提の上で、特に、先ほど女性の登用・採用拡大、2030、少し目標を動か

したというわけではないですけれども、それに占める女性の割合を高めていくというのは

大事な課題ですので、そういう意味では、女性の登用・採用拡大というのを、今年度、来

年度どうするか。あるいは、今の新型コロナ、計画を作るとき以上に、今、深刻ですので、

この問題とか、あとは環境整備ですね、特に、この３つのテーマについて、今年度、来年

度進める上で、こういうことが大事ではないかということについて、今日、皆さんに御意

見を伺えればと、そういう趣旨です。 

 一応、今の御説明について、御質問があれば、まず、伺っておきたいと、内容について

は、その３つの分野について、どういうことが大事だということは、この後、伺いますの

で、今日議論することとか、この専門調査会の位置づけ等について、御意見、御質問があ

れば、伺えればと思います。いかがでしょうか。 

 よろしいですか、一応、計画実行・監視専門調査会、ここで御議論いただいたものを男

女共同参画会議に上げ、そこで更に「すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画

推進本部」の合同会議で重点方針2021が決まるという手順で決まっていくようになります。

その辺も含めて、よろしいですか。 

 では、もちろん後から、また御質問を出していただくような考えですので、とりあえず、

我々のミッション、今日、どういう議論をしたらいいかということを御理解いただいたと

いうことで、それでは、この３つ、女性の登用・採用拡大、新型コロナ対応、女性活躍の

ための環境整備、この３つについて重点方針に盛るべき事項や、重要な視点について、皆

様の御意見を伺えればと思います。 

 それで、まず、１巡目としては、全員に御意見を伺うということで、長くても５分程度

で御意見を伺って、２巡目もありますので、多分、取れると思いますので、２巡目は手挙

げ方式で、更に言いたいことを言っていただくということにしたいと思いますので、１巡

目は、全員名簿順で、５分程度で御意見を伺えればと思います。 

 それでは、最初に石黒委員から御意見を伺えればと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

○石黒委員 この重点課題に関して、意見を言えばよろしいということですか、ちょっと

初めてなので。 

○佐藤会長 このテーマについて、特に今年度、来年度でということで御意見を伺えれば

有り難いです。 

○石黒委員 予算取りという形。 

○佐藤会長 予算取りにつながるような、こういうことが大事だからということを言って

いただければ、府省は、それを踏まえて考えていただけると思いますので、そこまで具体

的にということでなくてもいいと思います。 

○石黒委員 分かりました。 

 私の経験から、私はアメリカのほうで10年ぐらい住んでいて、スタンフォード大学のMBA
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の後に自分の会社を作って住んでいたのですけれども、まず、アメリカに渡った１つの理

由が、日本で外資系のマネジャーをしながら子供ができたので、いわゆる母親というキャ

リアと、外資系のキャリアが両立できないと。 

 当時は、やはり６時以降に開いている保育所がなかったのです。結局、職場の保育所で

も預けられるということだったのですけれども、満員電車に乗って、０歳の子供をという、

何という国なのだろうと思って、いわばMBAを取るのも目的なのですけれども、やはり日本

は難しいということで、日本を離れてしまったのです。 

 その経験から、実はアメリカでは、６時以降に開いている保育所はないのです。しかし

ながら、アメリカとは言っても、多種多様ですから、シリコンバレーの話なのですけれど

も、男性も女性も本当にノーベル賞を受賞した人も、弁護士も医師も男女関わりなく、６

時までに迎えに行くと、迎えに行ってみると、本当に男性のほうが多いと、お医者さんも

白衣を着ながら、向こうだとブルーなのですけれども、そういったような社会全体が、や

はり子供のほうを向いているという状況がないと、制度を作ってもよくない。 

 日本は反対に、私は６時以降開いているのだろうと思っていたら、全く開いていなくて、

むしろ６時までに迎えに行って、そして、家で家族と食事をするというような生活を皆さ

んしていらっしゃると、そういうところがすごく違うなと思いました。 

 反対に、今、日本のほうでは、とにかく保育所をきちんと手当しなければいけないとい

うことは必須なのですけれども、うちの社員も本当に困っています。 

 ただ、手当をした後に、残業があるから保育所を何時まで開けてというような方向性に

向かっているのではないかという懸念がありまして、やはり子育てをしている自分の経験

から、それだけ遅くまで働いて、子供も食事をした後に、例えば迎えに行ってというよう

な生活自体が、会社の生産性にも影響を及ぼすし、ワーク・ライフ・バランスという言葉

もありますけれども、本当に社会全体が子供のことに向いて、ジェンダー関係なく、そう

いう社会づくりをするというようなことを日本はしていかないと、ある意味、非常に、恐

らく女性側にすごく負担がかかっているのではないかと思うのです。 

 これを制度として、どういう形で予算づけをしていけばいいか、ちょっとそこまで分か

らないのですが、今、ジェンダーギャップを解消する、そして、女性の登用をする、それ

から、子供、もちろん男性の育児休暇の義務化とか、そういうものが、私は必要ではない

かと思うのですが、制度を押しつけるだけではなく、社会全体がもう少し住みやすい、子

供を育てやすい、そして、ひいては女性がキャリアを築きやすいような形の社会にしてい

かないと、やがて反対にひずみが出てくるのではないかと感じています。 

 そこのところが、私どもの会社を見ていても、私どもの会社では、例えば、ほとんど在

宅なのですけれども、女性が特に出産したり、今ですと介護の必要性も出てきますから、

そういうときにジョブを変えたり、時間を選択できたりというふうにはしていますけれど

も、やはりそういう制度を取る人は女性だけなのです。男女で分けているわけではなく、

男性も本当は、そういうものを取ってほしい。 
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 という中で、結局、制度があっても女性だけに、その制度を利用するのだけれども、ま

だまだ女性に負担がかかっているというようなことを、制度をつくる初期の段階で、この

ひずみを直していかないといけないと思っておりますので、そういった形で、国もマイン

ドの醸成といいますか、それができないのであれば、やはり男性のほうにも、先ほどの育

児休暇の義務化ですとか、そういう形にしていければと考えています。 

 ちょっと偏ったかもしれませんけれども、以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 先ほど、事務局から御説明がありましたように、男性の働き方を変えて、まさに生活の

在り方を変えるということですね。当然、カップルで子育てをするという方向にもってい

かなければいけないのですけれども、現状は、女性が仕事をしながら子育てできるような

というほうに、かなりやってきてしまったところがあるので、例えば、保育園などでいう

と、送りに行く男性は結構増えたのですね。ただ、保育園に迎えに行くのはほとんど女性、

そのため、女性は短時間勤務を長く取らなければいけないというようなことになってしま

っていますので、確かに、それは重要な点だろうと思います。どうもありがとうございま

す。 

○石黒委員 あと、ごめんなさい、今、日本の小学校のほうがどうなっているのか、学童

保育みたいなのがあるようなのですけれども、アメリカのほうは、公立でも私立でも校内

に必ず保育所が設置されているのです。ですから、６時以降は開いていないけれども、６

時までは完全に預けることができる、それは公立でも私立でも同じということであります

ので、日本の状況は分からないのですが、そうでないと、早く迎えに行かなければいけな

いということが起きてしまうので、そういう制度は充実させていただいたほうがいいと思

います。 

○佐藤会長 今、石黒さんからお話があったように、男性の育休取得などについて、今、

国会で審議されている、育児・介護休業法の改正の中で、男性は、お子様がいたら育児休

業を取ったほうがいいですよと、企業が働きかけるというのが入りますので、若干、そう

いう方向に向かって、法律の改正の議論も、今、されています。 

 どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、井上委員、お願いいたします。 

○井上委員 井上です。よろしくお願いいたします。 

 今、石黒委員のお話がありましたので、かぶらないように話をさせていただきます。 

 特に、私たち連合が課題として思っているのは、女性の登用・採用もさることながら、

女性の働き方、そこを非常にクローズアップしています。特に、このコロナ禍において女

性不況と言われていますけれども、非正規で働く女性たちが、職を失い、そして、再就職

ができない状況の中にあるということであれば、やはり、登用だけではなくて、採用の部

分でいけば、今、非正規で働いている女性たち、あるいは職を失った女性たちの声をどう

していくかというところが非常に重要ではないかと思っています。 
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 その意味でも、連合もコロナ禍における雇用・生活対策本部を作っていまして、その中

で、ジェンダーの視点でというところで、この間、有識者の皆様と意見交換をしてきてい

ます。 

 そこで、提言としていただいたのを少しお披露目しながら意見としたいと思うのですけ

れども、今、働く場がないというところが、一番重要なところだと思うのです。 

 それでいくと、例えば、新型コロナウイルス感染症対策関連の事業だけでも、国から民

間委託されているものというのはたくさんあるのではないかと思います。 

 それらを含む公共部門での雇用を積極的に創出すべきではないかということを、提言と

していただいています。 

 国として休業支援金や給付金等の各種制度の認知度の向上や、利用促進を求める一方で、

情報提供や、それから直接的な支援を行うNPO等の民間団体や放送団体を含めたネットワー

ク、拡充強化、それが重要ではないかと思います。 

 この間、内閣府で、NPOへの財政的支援も入ったのかなと記憶しておりますが、G7と比較

すると、明らかに金額が少な過ぎるというところがあると思います。 

 そういう団体は、資金も人材も不足しています。ですので、今以上に財政的な措置を行

って、そして、雇用を失った人たちが、そういうところで働くとか、一緒に共同して仕事

をするとか、自らが支援する側として訓練を受けながら働くようになれば、雇用の回復に

もつながるのではないかという提言もいただいています。 

 それから、特別定額給付金なども、いろいろ見直しがあって、例えば、内閣府でもDV相

談プラスなどが新設されたというところもありますけれども、まだまだそういう給付金な

どは、受給者が世帯主という要件にされている。ということは、その背景にある男性稼ぎ

主モデルを見直しして、一人一人に支援や補償が確実に行き届くスキームを構築すべきで

はないかと思っています。 

 連合としては、例えば、マイナンバーの活用ということも政策に入れていますし、世帯

主ではなく、一人一人個人にきちんと、そういう給付金が行きわたるようなことが必要で

はないかと思っています。 

 このコロナ禍において、テレワークが進んできたことによって、結果として、家庭の中

で無償労働を含めて、女性に大変負担が出ています。 

 そのことで、ただでさえ働くことと、仕事と育児、家事の両立で、女性のキャリアが断

絶されたりしていますけれども、テレワークによっても、やはり女性のキャリアが悪影響

を受けたりしているというのが、連合の調査などでも出ています。 

 そういう意味では、テレワーク下においても、保育所の利用や、子育て支援事業のサー

ビスがきちんとできるような、十分な供給体制も必要ではないかと思いますし、こちらの

ほうでも、男性の育児、家事等への参入とか、長時間労働防止という促進が必要ではない

かと思っています。 
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○佐藤会長 ありがとうございます。 

 それでは、大崎委員、お願いいたします。 

○大崎委員 ありがとうございます。 

 まず、全体に関してコメントさせていただきます。 

 これは、１年ごとの方針ということではあるのですが、やはり評価というのはすごく重

要ではないかと思います。 

 去年の重点方針、それから一昨年のものをずっと見てきたのですけれども、実際にこの

重点方針が、予算的な措置も含めて、そこからその後につながるアウトカム、インパクト、

政策的な意味合いも含めて、どういうインパクトを出していたのかということを、ちゃん

と評価していくことは重要ではないかなと思います。 

 もう一つは、今回、女性活躍と男女共同参画という名前が１つ新しく重点方針に入りま

した。加えられましたので、これは大変私からしますと、すばらしいことだなと評価させ

ていただきたいと思います。 

 ですので、男女共同参画という言葉が入ったということは、すなわちジェンダー視点を

しっかり主流化して、様々な政策を見ていくという、そういう意気込みと、表れだと思い

ますので、是非、そこをしっかり前面に出していただければいいなと思います。 

 個別具体的なことなのですけれども、コロナに関してです。 

 これは、先般の研究会から報告書が出ておりまして、多分、網羅すべきことというのは

全て網羅されている、そういう報告書になっていると思いますので、是非御活用いただき

たいと思います。 

 短期的な施策に関しましては、本当にDVですとか、相談事業ですとか、自殺対策ですと

か、そういったところでいろいろはっきりとニーズが出てきていますので、それをしっか

りと予算措置を取っていただきたいということが１点目。 

 あと、コロナの研究会の報告書で、やはりすごく重要なポイントとして、私自身も思っ

ているのは、やはり中長期的なこれまでのジェンダー不平等構造が、このコロナ下におい

てものすごく深刻な影響を女性に及ぼしたという、その点なので、このジェンダー不平等、

その構造自体をしっかり問い直さなければならないというのは非常に大きなメッセージだ

ったと思いますので、それをこの重点方針でも、しっかりと受け止めていただければいい

なと思います。 

 多分、山口先生や白波瀬先生からもお話があると思うのですが、今後、重要になってく

るのは、このジェンダー統計ですとかジェンダー分析ですとか、そういったところになる

と思いますので、そこにしっかり予算を取ると、そして人材育成をする、それからそうい

う事業を、ちゃんと研究機関ですとか、能力のあるNPO機関ですとか、そういったところに

ちゃんと事業として出せるような、そういう予算をしっかり取っていくということが重要

ではないかと思います。 

 ただ、それだけではなくて、併せて定性調査といいますか、様々な女性団体とか、NPO
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とか、自治体の相談窓口とか、そういったところから上がってくる様々な情報というのも、

実はこの政策をつくっていく上で重要だと思いますので、そういう定量調査と定性的な調

査をしっかりとハイブリット型で政策策定をしていくということで、そこにもちゃんと予

算措置をするというようなことをしていただけるといいのではないかと思います。 

 次に、１つの大きなテーマなのですけれども、今回のコロナの影響の研究会でも分かっ

たのは、やはり男女間の賃金格差という問題を放置しては、本当にこのジェンダー平等を

達成できないですし、DVはずっと続きますし、シングルマザーの貧困も、それから、高齢

の単身女性の年金、非常に低額の年金を受け取って、いまだに働かなければならないです

とか、そういう脆弱性ということは、やはり男女間の賃金格差を解消しないことには、も

う未来永劫続いていく問題だということを、私たちも、この研究会で改めて認識したと理

解しています。 

 ですので、ここにちゃんと切り込むというようなところで、まずはしっかりとした調査

も必要でしょうし、ここでのジェンダー主流化ですね、これをしていっていただきたいな

と思います。 

 ちょっと長くなってしまうのであれですけれども、今回の報告書の中で言っているのは、

やはりマクロで見たときの男女間賃金格差としては、エッセンシャルワークとかサービス

セクターとか、比較的低賃金で、低処遇のところに女性が集中しているということなので、

それをどういうふうに見るか、どういうふうな制度改革によって、これを解消していくの

かということ。 

 あと企業の中でのペイキャップというのも非常に大きい問題ですので、これを例えば、

政府であれば金融庁のコーポレートガバナンスコードの改定、今、やっていますけれども、

情報開示をちゃんとやる。そのときに、金融庁の例えばワーキンググループとかにも、や

はりジェンダーの視点のある人をちゃんと入れて、それでやっていただくということです

とか、あと、女性活躍推進法をもうちょっとアップグレードして、情報開示を促進すると

か、そういったことのまず調査だったりとか、まずはこれをトピックとして今後どうして

いくのか、そこにちゃんと予算措置を取ってやっていただける政策につなげていただけれ

ばと思います。 

 すみません、長くなりました。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 では、続きまして、佐々木委員、お願いいたします。 

○佐々木委員 よろしくお願いします。 

 画面を共有させていただきます。 

 私の場合は、第４分野の科学技術、学術について、中心にお話しさせていただきたいと

思います。 

 配付資料にありますように、女性の研究者割合は、日本では非常に低く、OECD加盟国で

最下位です。増え方は非常に緩やかで、今のペースのままですと、韓国の現在の数値に追
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いつくのは10年後、アメリカですと50年後、イギリスに至っては70年後になります。 

 今回、基本計画ではとてもチャレンジングな数値目標が設定されています。現在の２か

ら３倍のスピードの増加率で、30％達成時期も40年後から大幅に短縮されます。 

 では、増やせるのかということなのですけれども、５年間という短期で達成ということ

を見ますと、この教員の水漏れを止めるしかありません。そして、長期的には、学生、大

学院生、ポスドクも増やしておく必要があります。 

 短期的な数値目標達成には、各大学に本気に達成させるための施策の検討、ポジティブ

アクション、特に女性枠の推進、これは仕訳により中止されてしまった、文科省の女性研

究者養成システム改革加速を復活させることが効果的です。また、出産、育児に伴う年齢

制限の緩和は、２歳よりプラス３歳で大きな効果が出ています。そして、育児からの復帰

支援であるRPDは、ポストにつける割合が低く、３年の採用期間を５年まで延長可能にする

と改善されると思います。 また、コロナの影響が女性研究者の論文数を低下させており、

海外ではテニュアクロックの延長などが検討されています。そして、同居支援が非常に重

要です。女性研究者は単身赴任経験がある割合が企業の男性と同じぐらい高いです。そし

て、女性は子供を連れての単身赴任となるため、負担は男性よりもずっと高くなり、ここ

でドロップアウトする女性研究者をたくさん見ています。アメリカのように夫婦雇用制度

の推進や、フランスのCNRSと呼ばれる移動可能なパーマネント研究職の創設の早急な検討

が必要です。 

 更に長期的な戦略としては、アメリカや韓国のように、科学技術分野における女性活躍

に関する法律の制定やアメリカのNSF、韓国のWIESETに当たる公的実施機関を設定すること

が重要です。韓国は、2000年初めには、日本とビリ争いをしていたのですけれども、今ま

では10年の差をつけられています。このように各国がどうして力を入れているかという理

由は、女性研究者の増加が多様性を生み、科学技術の発展やイノベーションにつながると

考えているからです。 

 そして、最近、性差に着目して、イノベーションにつなげようというジェンダードイノ

ベーションズというものが提唱され、大きな流れになってきています。 

 これまで性差が見落とされていた例として、医薬品の開発では、動物の雄や男性被験者

のデータが多いために、女性に強い副作用が出たり、効き過ぎるものがありました。 

 また、シートベルトは男性の体系を基本に開発されたため、流産のリスクを高めること

も知られています。このような事例は様々な分野でたくさん見つかってきており、これら

の解決はイノベーションにつながります。 

 世界各国では、ジェンダード・イノベーションズを推進するための政策として、医学、

科学、工学、農業開発などに性差の解析を取り入れることが研究助成金の要件になってき

ています。また、日本でも２つの基本計画にジェンダード・イノベーションズに関する文

言が初めて今回入っております。今後は、研究助成金及び推進するための拠点整備が重要

です。現在、福島復興のために国際教育研究拠点計画が進められていますが、その研究重
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点を置く５分野に全てにジェンダード・イノベーションズが見込め、女性活躍のシンボル

にもなります。 

 また、ITによるジェンダーギャップの拡大も大きな問題です。例えば、AIアシスタント

の音声が女性であることが多いことはジェンダーバイアスを助長しています。また、Amazon

のAIを用いた人材採用システムでは、AIが学習に使った過去データにはもともとバイアス

があるため、女性や女子大という言葉が入っていると低く評価され、使用がストップにな

りました。さらに、顔や音声認識では女性認識がはるかに劣っています。これらの大きな

原因は開発者に女性人材が少ないということが考えられており、更には、IT分野は賃金が

高いため、このままでは男女の賃金格差の拡大にも影響いたします。 

 そのため、早急に女性に対するIT人材育成の強化が必要です。女性のIT人材を増やすこ

とは多くのメリットがあります。ITによるジェンダーバイアスを拡大の食い止めること、

IT業界はいつでもどこでも仕事ができるため両立しやすく、地方の人口減少の食い止めに

もなります。また、高い給与水準でジョブ型雇用にも対応でき、世界的に女性が少ないた

め、売り手市場です。 

 最近若い女性たちが次々と立ち上がり、女子中高生のIT教育、キャリアアップや再就業

を支援するための助成のIT人材育成、IT化、女性活躍で地方創生など、本当にすばらしい

行動力です。是非、彼女たちの活動や、彼女たちに続く企業に支援を実施してください。 

 また、更に最近、女性起業家がけん引している分野として、FemTechが挙げられます。

FemTechはFemaleとTechnologyの造語で、生理、妊娠、不妊、更年期障害など、女性が抱え

る健康課題をテクノロジーで解決していくものです。2025年までに、５兆円規模の市場が

予測されており、女性の健康にも直結いたします。是非、こちらも積極的な普及推進をお

願いいたします。 

 以上です。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 僕はちょっと進行を間違えてしまって、すみません。 

 窪田委員、次にお願いいたします。 

○窪田委員 窪田です。発言させていただきます。 

 私は、今回から関わらせていただいていますので、これまでの経緯については十分承知

しておらず、ちょっと的外れな部分もあるかと思いますが、御容赦ください。 

 その上で、資料３の重点方針について若干の意見というか、感想を述べさせていただき

たいと考えております。 

 挙がっている３つのことは、もっともいえば、もっともなのですが、私自身が少し気に

なったのは、３番目の女性活躍のための環境整備の部分です。 

 女性活躍のための環境整備として挙げられている、この内容が駄目だという趣旨ではあ

りませんが、女性に対する暴力の根絶とか、生涯を通じた女性の健康支援というのは、あ

る意味で、女性活躍の環境整備というよりは当然のことだろうと思います。これを通じて
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女性活躍をするとかという話ではなく、当然の目標なのだろうと思います。 

 ですから、これが駄目だということではないのですが、女性活躍のための環境整備とい

ったときに、むしろ女性の登用・採用拡大とうまく有機的に連携したような形で示せると、

意味があるのかなと思いました。 

 先ほど、学術振興会の関係でのことということを少しお話しましたが、女性が活躍する

ための環境整備をいったときに、幾つかの段階があると思うのですが、例えば、数値目標

を設定して、もうごりごりと、その目標達成させるというのは、一番簡単なやり方ではあ

るのですが、ある意味では対症療法的で、問題の本質的な解決にはなっていない可能性も

あるのだろうと思います。 

 もちろん、数値目標は大事ですので、参考資料３に挙がっているようなものというのは

非常に重要であると思うのですが、恐らくそれとセットにした上で、数値目標が達成でき

ない場合あるいは設置目標自体が非常に低いという場合、その理由が何であって、それを

どういうふうに解決していくのかという部分の手当をしないと、問題は、最終的には解決

しないのだろうと思います。 

 恐らく短期目標としては、数値を改善する。中期目標としては、そうした今抱えている

問題について、それを洗い出して、分析して対応していくということになると思います。 

 私自身は、更に長期目標というのがあるのかなと思います。今、佐々木先生からの学問

分野ではということで、大学でのお話がありましたが、大学は25％と、やはり17％という

率が多いのか少ないのか、評価は分かれるのだろうと思うのですが、かなり深刻な問題と

して学問分野によって全く違いがあります。 

 例えば、人文系、社会科学系では、この数値はかなり大きなところまでもういっている

のですが、一方で、数学、物理といった分野になると、もう目を覆うばかりの、多分１桁

台の下のほうというようなことが出てくるのだろうと思います。 

 そうした場合に、例えば、女性の研究者に対して一定のサポートをするといっても、絶

対数が少ないという場合に、一体何ができるのかということが問題になってくると思いま

すし、一体、男性、女性ということで、何でこんな違いが生じるのかいうのは、かなり深

刻な問題があると思います。それを洗い出してというのは、恐らく中期目標というのでは

無理で、もう少し長い視点が必要なのだろうと思いますが、そうした視点を踏まえた上で、

最初の女性の登用・採用拡大の数値目標につなげていくというのが大事なのかなと思いま

した。 

 感想ということになりますが、以上です。 

○佐藤会長 大事な点を御指摘いただいて、どうもありがとうございました。 

 それでは、治部委員、お願いいたします。 

○治部委員 私は日本の民間企業に長く、16年ほど勤めていたので、そういったところの

登用のことと、あと、マスコミにおりましたので、人々の意識の話と、大きく２点お話し

したいと思います。 
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 まず、女性の登用に関してなのですけれども、202030が未達であったということに関し

ては、相当メディアの報道も多くて、関心が高かったなと思っています。 

 私、この件についてよく解説を求められたのですが、メディアは結構誤解しているとこ

ろがありまして、私は、未達は別に内閣府のせいでも、政府のせいでもないと思っていま

す。主に民間企業が、自分たちがやらなかったというところだと思います。 

 政府や内閣府は、呼びかけることはできますが、個別企業の管理職を決める権限など持

っていませんので、そこは、やはり経営者の責任なのではないかということをメディアの

ほうにはインプットしておくようにしました。 

 そして、特に、管理職、部課長級で女性が少ない理由は、はっきりしていまして、結婚、

出産、配偶者転勤で辞めるとか、あと、女性が遠慮するということがよく言われるのです

が、それより前の段階としまして、そもそも採用してこなかった、もっとはっきりいいま

すと、採用時における差別があったということが議論から抜け落ちているなと思っていま

す。 

 私、日本の大学を23年前に卒業しまして、日本の企業に勤めました。当時、男女雇用機

会均等法もありましたし、育児・介護休業法もありましたが、採用では、本当に明確な女

性差別がありました。 

 例えばですが、日本のある不動産会社では、女性は事務職ですということを採用セミナ

ーで言いました。男性は、営業か企画ですと。私、空気を読まなかったので、手を挙げて、

女性が営業を希望したらどうなりますかと聞いたら、その人事の人は、女性は事務職です

と言ったのです。今だったら炎上していると思います。 

 あとは、大手の銀行です。私は、一橋大学というところにいたので、男性をたくさん採

用していたのですが、女性は、今年総合職０だとか、そういったことを平気で言っていま

した。 

 当時、同じ大学に女性が２割おりましたので、そこから単純にパイプラインをつないで

いったら、２割ぐらいは、女性の総合職がいてもいいと思うのですが、そういう採用をし

てこなかったということを、まず、第一に認識が必要かなと思っております。 

 ですので、私からのお願いは、総理とか丸川大臣など、しかるべく方に、今、我々が取

り組んでいる女性の登用というのは、歴史的な差別の是正なのであるということを、是非

言っていただきたい。これは、予算の必要はありません。 

 そうでないと、今、私、SNSとかインターネットの世論もよく見るのですが、こういった

男女共同参画の政策を女性の優遇だとか、男性に対する逆差別だというような不公平感の

声というものが結構出てきています。 

 特に、若い男性は、差別の歴史を知りませんし、別に自分たちが差別してきていません

ので、何で俺たちにしわ寄せが来るのというように思っておりまして、これは、私がとて

も懸念しているのは、バックフラッシュがとても心配だなと思っています。ここは、政府

が的確なメッセージを発していただくことで、ちょっと変えていけるかなと思いますので、
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お願いしたいところです。 

 もう一つは、日本は、結構それなりに法律はきちんとありますし、保育園も日本の公立

保育園は、私、子供を２人行かせてもらって、本当に手厚くしていただいて、実は良かっ

たなと思っていますが、何が足りないかというと、罰が弱いかなと思っています。 

 良い企業の表彰ということは、いろいろなところで取組をしているのですけれども、悪

いところがあったときに、私はもっときっちり罰することが必要だと思っています。 

 企業というのは、経済主体ですので、例えば、性差別の賃金であるとか、セクハラとい

うものが、経済的に割に合わなければ、それはやらないわけです。 

 今日、法律家の先生方もいらっしゃっているので、いろいろ仕組みを御存じかと思いま

すが、例えば、アメリカで、仕組みが違いますが、集団訴訟の仕組みがあったり、懲罰的

賠償の仕組みがあったり、そういうことによって、企業にとって性差別は経済的に損であ

るということがすごく染みついています。 

 アメリカの政府機関の中に、Equal Employment Opportunity Commissionという組織があ

って、そこに、結構面白いので、たまに企業名を入れてプレスリリースを見ますと、そう

いった性差別の集団訴訟で、企業が和解金を払った事例というものがたくさん出てきます。

何百億も取られているのです。 

 このようにして、ある種、痛い目に遭った企業が、その後、どうするかといいますと、

その企業のトップページには、CEOが、ダイバーシティが大事といったようなメッセージを

出したりしています。 

 そういう意味で、やはり無知のところも、政府にはお願いしたいと思う次第です。 

 以上です。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 最初にお話ししましたように、丸川大臣は、用務がありますので、ここで退席されると

いうことですので、どうもありがとうございました。 

○丸川大臣 どうもありがとうございます。 

 すみません、途中で失礼いたしますけれども、歴史的な差別の是正ということは、非常

に重要な御指摘だと思いますので、しっかりいろんなところでメッセージを発信させてい

ただきたいと思います。 

 ほかの先生方もありがとうございました。 

○佐藤会長 丸川大臣、どうもありがとうございました。これからもよろしくお願いいた

します。 

（丸川大臣 退室） 

○佐藤会長 治部委員が言われたように、今、部長以上は少ないというのは、そういう話

ですね。最近は、採用については、もちろん差別０だとは言いませんけれども、かなり変

わってきていますけれども、やはり均等法ができても、そのあともしばらく実態としては、

なかなか女性活躍が難しい状況が続いたので、なかなか部長以上は、今、非常に難しい状
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態にあるだろうと思います。 

 白波瀬委員、よろしくお願いいたします。 

○白波瀬委員 よろしくお願いします。 

 もう先生方、特にコロナ禍につきましては、大崎先生が、非常にうまくまとめていただ

いたので、私があえて言うことはないぐらいなのですけれども、やはり、今回、実際に変

える、世の中を変えるということを本気で考えるときに、何を重点的に変えますかという

ことです。１つは、強制性。パニッシュメント（刑罰）ということもあるのですけれども、

強制性をどこに重点的に、まず、入れ込むべきかを少し本気で考えたほうがいいのかなと

考えます。 

 今まで歴史的な議論をみてみますと、今、治部先生からもお話がありました。例えば、

優遇のことを言うと、質と量の点をいつも言われるのです。たまたま女だから、何でそん

ないい目をと、でも、あなた方は、たまたま男だから、今までいい目をみてきたのではな

いか、ということです。まさしく、そのこれまでの不公平さの観点と、あと、これからの

超少子高齢化の中で、持続可能性あるいはイノベーションを考えたときに、人口の半分を

十分に活用しないでどうするのか、この重要な才能を無視してきた罪は深いぞ、という気

持ちがあります。 

 でも、それは、人口の半分の男の子たちの力を決して過小評価しているわけでは全然な

いのです。だけれども、逆に、この男女共同参画なので、この男女の、まず、この２値ダ

ミーの、男女というカテゴリー間の格差というのを縮めていくというのが重要ではないか

なと思いました。 

 それで、余り時間がないので、たくさん言いたいことはあるけれども、２つ方向性があ

ります。１つは緊急性と中長期、これも先生方が御指摘されましたけれど。 

 緊急性に対しては、やはりコロナ禍についてです。ここの中で特に問題が集中している

社会的な弱者、例えば、母子家庭、父子家庭もそうです。そして、エッセンシャルワーカ

ー、特に保健師は、地域と連携していますけれども、ここの中で女性比率が９割と物すご

く高い職種なのです。 

 保健師での正規雇用率が高いということはありますけれども、仕事と自らの家族を含め

た生活をどう保障してあげるかということは、同時進行で優先的に考慮すべきです。 

 DV等については、集中的に地域の力を最大限に活用できるよう付加的に予算をつけてケ

アしていくということが、やはり求められているのではないかと思います。 

 そこの中で、ITのお話があったのですけれども、これは、報告書の中にも入っています

けれども、リカレント教育が重要です。日本の母子家庭の母親は、物すごく働いていて、

職業訓練も受けていますが、より高いレベルの教育を受けて仕事につなげることが必要と

思います。生活力がないと、やはり駄目なので、そこを考えるというリカレント教育。そ

して、学問、学術分野ということになると、キャリア教育とも連動して、本当に幼いとき

からの小中高から、親の接し方とも関係していると思います。高等教育での男女格差に至
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るまでのところですね。そういう意味で、地方も含めて、ここの男女平等の中で、ポイン

トとしては考慮すべきことです。 

 最後、１つなのですけれども、やはり数値目標は必要だと思います。でも、数値目標を

達成した後が大変なのです。いろんな面でサポートするプロフェッショナルが必要です。

ケア、カウンセラーといったプロフェッショナルの人たちも緊急に養成して、そして、NPO

も含めていろんな組織体に常駐してもらうことで、職場環境を改善していただき、男女の、

LGBTを含めたバランスをとっていただく。ここは、集中的にお金を入れていただきたいと

思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 先ほど、保健師さんの話があったのですけれども、女性がすごく多いですね。ただ、多

いところに問題がないわけではなくて、例えば、そこの責任者でいうと、男性がほとんど

だみたいなことが、まだたくさんあるので、そういうことも、女性の割合もすごく大事な

のですけれども、その先のことも少し考える必要があるかなと思いました。 

 それでは、徳倉委員、今、ちょうどいらしていただいて、来たばっかりであれですけれ

ども、今、簡単に自己紹介をしていただいて、その後、資料３で、一応、女性の登用・採

用拡大あるいは新型コロナ対応、女性活躍のための環境整備、この言葉について、いろい

ろありましたけれども、この３つの分野で、徳倉委員、何かこういう点を今年度なり来年

度、特に重点的にやったほうがいいことについて、御意見を５分以内くらいで伺えればと

思います。よろしくお願いします。 

○徳倉委員 よろしくお願いいたします。 

 はじめましての皆様も、お久しぶりの皆様、どうもよろしくお願いいたします。 

 NPO法人ファザーリング・ジャパンの徳倉でございます。 

 今日は、途中からの参加で申し訳ございませんでした。 

 まず、簡単に自己紹介ですけれども、今、私は、四国、香川県の高松というところに勤

務医をしておる妻と、子供３人と５人で暮らしております。もともとは東京、埼玉でずっ

と働きながら暮らしておりましたけれども、２人の故郷が香川の高松ということで、７年

前に戻ってまいりまして、こちらで私は起業して、妻は、こちらで、病院でまた勤めてい

るというスタイルでございます。 

 そもそもは、妻がドクターであったというところが、私は、この世界に入るきっかけで

ございました。女性医師がキャリアを継続すること、妊娠、育児、出産のタイミングで、

これほど仕事を続けることが難しいのかというところで、夫婦で非常に悩みまして、2009

年に、私は長男が生まれたときに、育児休業を取得したというのが、全ての始まりでした。 

 その当時は、男性で育児休業を取得する人間というのは、ほとんどおりませんで、そこ

から、私が、今、所属しておりますファザーリング・ジャパンに出会って、男性の育児と

いう観点から、ジェンダーの問題である働き方、ワーク・ライフ・バランス、また、家族
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の問題というところに直面して、様々政策提言やNPOのほうで調査、または全国的にセミナ

ー等を開催して、今に至っております。 

 こちらの委員会のほうには、前回の専門調査会から参加させていただいて、５次計の策

定から、そして、また、今回引き続き御依頼をいただいて参加させていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

 そして、本日の本題のほうでございます。私のメインのところは、先ほど申し上げたよ

うに、男性の育児というところの観点から、幾つかお話を広げられたらなと思っておりま

す。 

 そもそも、これはコロナの部分と、３項目目の積極的にどう関わっていくかというとこ

ろにもつながってまいりますけれども、やはり、働く制度であったり、生活上の制度とい

いますか、風習というところが、やはり女性ジェンダーの非常に足かせになっている。 

 これは、男性もワークだけではなくて、ケアワークの部分、育児や介護、介護も含めて

ですけれども、そういう部分も積極的に担っていく社会風土をどういうふうにつくってい

くのかと。そこには、企業の努力ももちろんありますし、地域の行政の努力ももちろんし

ていかなければいけませんけれども、その点をどのようにしていくのか。 

 １つのテーマとしては、例えばですけれども、今、母親学級となっているものをいかに

両親学級にしていって、男性が子供を持つ前から、生まれてくる手前から育児というもの

に積極的に参加をしていく、その学ぶ機会を求めていく。 

 また、介護という部分に関しても、積極的に参加できる、そういう社会の仕組みをつく

っていく、こういうものが脆弱だったがゆえに、このコロナ禍において、非常に家庭内暴

力という形で、フラストレーションを発散する仕組みができてしまっていたり、もう一つ

論点としては、経済的な自立の部分だと思います。やはり、女性が高等教育を受けて、そ

の教育を生かせないままに、この社会の中で生活をしてしまっていると。 

 余談ですけれども、私はドイツに調査に行ったときに、ドイツの方々に言われたのが、

日本というのは、女性が高等教育を非常に受けているけれども、そういう方々が離職をし

て、パートでレジ打ちをしている国というのは、それは生産性も上がらないし、国は栄え

ていかないねと、非常に揶揄されて、非常に恥ずかしい思いをして、まさにそうだなと思

ったことがあります。 

 やはり、きちんと教育を受けた人たちが、きちんと成果を出していく社会をつくってい

くためには、男性が女性がということではなく、どういうふうにキャリアアップしていく

のか、働きながら収入を得ていくのかという自立を促していくような、その仕組みという

ものも、この５次計の審査をしていく中にあってもポイントとして持っていくことが非常

に大事ではないかと思っております。 

 以上、簡単ではありますが、よろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、内藤委員、お願いいたします。 
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○内藤委員 ありがとうございます。私からは、４点お話をさせていただきます。 

 まず、自治体の長として、先ほどジェンダーギャップの解消に向けての施策を今、推進

させていただいているというお話を少しさせていただきましたが、やはり今、地方自治体

でジェンダーギャップの解消に向けての施策をきちんと明示してやっているところという

のは、私はあまり多くないと感じています。 

 今、基礎自治体のトップ、首長を見るますと、市町村長や知事の２、３％しか女性がい

ないというのが現状です。徳島市でもジェンダーギャップという言葉自体を知らない職員

さんもすごく多かったです。実際、徳島市でも私が就任するまで女性の部長は今まで１人

もいませんでしたし。部長にいたるまでの女性の人材プールが少なく、女性部長もおらず、

意思決定層が本当の男性ばかりというところで、そこに何か女性に対しての配慮などそう

いう視点が欠けているということすら気付いていないような状況で、市政運営が進んでい

たように思います。 

 女性首長は２、３％で、議員さんも、女性が０人というような地方議会ももちろんござ

いますし、10％、20％しか女性の議員がいない中で、やはりそういう女性の視点が政策に

なかなか取り入れられないということがすごくあると思います。そういう背景もあって、

やはり国がジェンダーギャップ解消の施策をやってくださいと地方自治体に言ったとして

も、なかなか何をすればいいのか、というところが分からない部分もあると思います。例

えば、大崎先生や治部先生も公使としてお越しになられた徳島県のTFA、徳島フューチャー

アカデミーという女性や若者を政策決定や審議会の場に参画する機会を増やすための学校

みたいなものを徳島県はつくっていますが、そこに30代40代の女性や若者が参加をして、

実際に徳島市や県の公募委員などになっていただいている現状がございます。 

 徳島市の方でも今まで審議会には女性の参画が少なかったのですけれども、私が市長に

なったことによって例えば昨年の総合ビジョンの会議なども21人中10人が女性というよう

な劇的な変わり方をしました。 

 徳島県は更に進んでいて、審議会の女性比率は50％をこえていますがやはりそこの審議

会の種類が子育て系が女性の比率が高いとか偏りが生じている部分があると思います。 

 ですので、やはり総合ビジョンや都市マスタープランなど、男性が比較的多いとされて

いるような会議にも積極的に徳島市でも女性を入れていこうとしていますが、やはりそう

いったことを基礎自治体、地方からも積極的にやってください、ということを国からも言

っていただきたいと思います。そして先ほどのTFAのような事例をご紹介いただき、今いら

っしゃるような先生方をどんどん基礎自治体などに派遣いただいて、基礎自治体の意識を

きちんと変えていくようなことをしていかないといけないと思っています。 

 次に養育費の話です。今、養育費の支払いが26％くらいしかされていないというデータ

などもありますけれども、やはりこれが子供を持つ女性の貧困にすごいつながっているな、

と感じています。 

 明石市さんなどは建て替えなどで新しい施策をやっていますけれども、やはりこういっ
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た施策を国全体に行き渡らせる、養育費の支払いを義務付けるという方向に持っていかな

いと、どうしてもひとり親になって、子供を抱えて非正規でとかになってしまうパターン

も多くなると思います。また、母親が遊んでいると、なんで母親だけ遊んでいるのだ、子

供はどうしたんだ、という話にどうしてもひとり親はなってしまいがちです。これは両親

そろっている家庭でも起きることですが。では、男性は、お父さんは何をしているのです

か、という話にはなかなかなっていかないので、養育費の話はきちんと明確に施策として

推進してほしいと思います。まだ、母親だけで子育てをするのではないという世論の形成

もしていただければと思います。 

 あと、先ほど初めの方で学童の話も出ていましたが、文科省と厚労省で分かれているこ

ともあり、責任問題も関係してくるので、基本的には空き教室しか使えないとい現状があ

ります。それでは足りないので、学童施設の建設を基礎自治体が負担しなければいけない

という問題が存在します。ですので、できるだけ、空き教室だけではなく、学校の普通の

教室も使えるようにしてくれると、子供の学童への通所という観点でも、財政的にも学童

の運営がやりやすいかなと、と思います。 

 すみません、４点あると言いましたけれども、ちょっと時間が来たので以上です。 

○佐藤会長 では、また、次の回で時間を取りますので、では、山口委員、お願いいたし

ます。 

○山口委員 ありがとうございます。 

 大きく３点ほどお話させていただきたいと思います。 

 まず１つ目なのですが、クオータ制を含めたような強い施策が必要ではないかと考えて

います。 

 本日、配付いただいている参考資料の３などですと、数値目標が出ているわけですが、

これ自体は、もちろんすばらしいものだと思うのですが、数値目標を示したところで、な

かなかこれが守られないのではないかなというのが、これまでの過去の起こってきたこと

だと思います。 

 ここに対して、一番強いのは、はっきりとクオータ制を導入するということだと思うの

ですが、それが難しい場合でも、ペナルティーですとか、逆に補助金を通じた形でインセ

ンティブを提供すると、例えば障害者雇用では、実際に導入されているわけですね。一定

数の障害者を雇っていない場合にはペナルティー、それ以上雇っている場合には補助金と

いう形で支払われているわけなので、予算の使い方の１つとして使えると思いますし、あ

るいは公的機関がスポンサーをする場合には、例えば、女性も登壇者になければいけない

とか、そういったルール、更には強制力のあるような形でやって、単に数値で目標を掲げ

るというのでは、もう何も起こらないのではないかなと思っているので、そこから踏み込

んだものを期待しています。 

 ２つ目なのですが、男性の育児参加あるいは家事参加というのをどんどん強くしていか

なければいけないと思っています。 
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 男女共同参画というと、女性に労働市場でどう活躍してもらうかという話になるのです

が、これは男性の家庭での活躍と表裏一体ですので、男性の家庭での活躍というのを促す

ようにするための時短勤務ですとか、あるいは育休の取得促進というのが必要になると思

います。 

 特に育休の取得促進は、私は重視していまして、いろいろな研究で、例えば子供が生ま

れて１か月育休を取ることによって、その後、ライフスタイルの転換が起こるということ

も、いろいろな研究で報告されていますので、そこに対してより強い様々な施策が必要だ

と思います。 

 例えば、育休給付金、今、手取りの80％ぐらいもらえるような形で設計されていると理

解していますが、これを更に引き上げて、実質的に手取りは、最初の１か月についてはで

いいのですけれども、100％になるような形で、育休を取らないほうが損ではないかという

ような仕掛けを作ればいいのではないかと思います。 

 ３点目なのですが、EBPMを男女共同参画にも入れてほしいと、今、最初の２つ、施策の

例を挙げさせてもらいましたが、どんな施策をやるにせよ、やりっ放しで予算を取ってき

て、よく努力したとか、予算を取ってきて大きいのをやったということで、やりっ放しに

してはいけないと強く思っています。 

 したがって、施策を計画する段階で、その政策評価の部分についても、予算措置を是非

お願いしたいと思います。 

 施策を行った後に、評価自体は後に行うのですが、やる前の段階から調査なり、データ

を取るということをしていかないと、前後で何がどう変化したのかというのが全く分から

なくなってしまうというのが、これまでの行政の政策評価で問題点として感じていました

ので、その点についても改善を希望しています。 

 よく行われるのは、新しくアンケート調査を行うということばかり行われるのですが、

既存の政府の公的な統計でも、かなりのことは分かりますし、調査の実施だけではなくて、

分析のほうにも予算を取っていくということを考えていただきたいと思っております。 

 以上です。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、最後になりましたけれども、山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 皆さんのお話を聞いていて、内容的に全く私もそのとおりと思うところが多

かったのですが、実は、この問題は本当に根が深くて、私自身はセクハラ問題を1989年ぐ

らいから関わってセクハラに対するものができたのが、最初の判決が出た89年から５年ぐ

らいかかりました。 

 先ほど自己紹介のときにも話しました、弁護士会の中におけるクオータ制の提言という

のは、実は、2001年に、私が第二東京弁護士会の副会長だったときに、これは必要だろう

と、ポジティブアクションがないと多分変わらないだろうということで、提言をしたので

す。３年、４年はもう完全にスルーされていまして、結論的に、クオータ制が第二東京弁
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護士会の中で実現したのは、2014年です。10年ぐらいかかっています。 

 今、山口先生がおっしゃられたように、私も、やはりインフラ整備も重要ですし、まだ

まだ足りないと思いますし、私が関わっている企業とか、弁護士会だけではなくて、ある

いは最高裁判事を推薦する母体の委員会などにも関わっているのですが、なかなか簡単に

いかない。 

 前提としてのインフラ整備については、随分努力してきました。例えば、弁護士会の中

でいえば、育児休暇、産休中の会費の免除であるとか、あるいは女性専用室を設けて、そ

こで育児ができるような体制を初めてつくったりとか、セクシュアル・ハラスメントの相

談窓口を作ったり、そういったインフラ整備はしてきたのですが、いざ、クオータという、

これは劇薬とも言われているのですが、日本の政府でいえば、閣僚に当たるような会長、

副会長を6,000人の会員の中から２名女性に選挙をなくして、げたを履かせるという制度は

いかがなものかということで、喧々囂々の議論で、最初は全く無理だなと思いました。 

 ３年、４年かかって実現したのですが、恐らくこういった強制的なポジティブアクショ

ン的なもの、アファーマティブアクション的なものを導入していかないと、インフラ整備

だけでは、なかなか日本はジェンダーキャップ指数、どんどん厳しい状態になっています

ね。120人といいますが、韓国、中国にも抜かれていて、先進諸国の中では最下位なのです。

特に政治、経済は弱い、地方も決して強くないです。 

 私が何でクオータとか、こういう問題に真剣に取り組むようになったかというと、別に

特別な人権意識があったというよりは、弁護士会の普通のパーティーで、ブラックスーツ

の人しかいないのです。それは、どう見ても不自然、おかしい、自然ではない、もっと普

通の姿になったらいいのではないか、取締役会でも女性が半分とまでいかなくても、数名

いてもおかしくないのではないかと思ったのですが、それがどこに行ってもないし、本音

のベースで、会社の役員とか幹部の人たちと話すと、建前のところと違って、うちは絶対

に女性に差別などはしていませんと、能力のあるものであれば、男女問わず登用していま

すよと必ず言うのです。 

 ところが、現実には、男性の意識の中に、どこかで一緒に酒を飲んだ、あるいはゴルフ

をした、そういった男性を何となく引き上げてあげようというようなオールド・ボーイズ・

ネットワークという言い方をする人もいるのですが、男性のすごく古くからの意識が、特

に昭和世代、平成の途中ぐらいまでありますかね、最近、少し若い世代は変わってきたと

思いますが、こういったところが、やはり、どこか登用に関してジェンダーキャップ指数

が、ここまで低くなった根底にあるのではないかと、私は思っていて、ここを変えるため

には、少々痛みを伴っても、劇薬的なものを導入しなければいけないという時期に入って

いるのではないかなと思っています。 

 加えて、コロナにおける状況ということを考えると、私は弁護士ですから、実際に社会

で起きた事件というのが、そのまま仕事に反映してくるところがあって、コロナになって

から、やはりドラスティックバイオレンスとか、モラルハラスメントを含めた女性に対す
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る虐待的な行為、そこから離婚に追い詰められていくようなこととか、もっとひどいケー

スは、不貞行為に基づく損害賠償請求で、相手方の女性が自殺をしてしまったというケー

スが、小さな私の事務所でも発生している。 

 こういったことを考えると、やはり、DV法を充実するだけではなくて、もっと言えば、

そういったDV被害を受けている人に対する支援の施設とか、そういう制度を拡充していく

というインフラ整備も同時に並行してやっていかなければいけない。 

 あと、もう一つ申し上げたいのは、皆さんおっしゃっていましたけれども、根本的なと

ころにあるのは、やはり経済的な格差の問題を是正しないと、女性の側も、私、クオータ

をやるときに、女性の優位な方にお話をすると、やはり事務所の経営が難しいから、なか

なかそこまで手が届かない。その次に、やはり家庭と仕事の両立というような問題もある

のですが、まず、食べていく上での経済的な問題、これは賃金だけではない、自由業にお

ける弁護士業のようなものでも男女の格差というのはあるのです。 

 こういったことも是正していかないと、やはり絵に描いた餅になってしまって、逆に、

結果的に、そういう重い職についていただいた方に賦役を強いるような事態になることも

あり得る。ですから、経済的格差の是正ということもすごく根底にある問題だと思います。 

 まだまだクオータ等々についてお話ししたいことがあるのですが、５分ということです

ので、これぐらいにさせていただきます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 時間を守っていただいて、あと、２巡目に少し、多分、20分ぐらいあると思うのですけ

れども、その前に、皆さんの御意見を伺っていて、みんなもっともな御意見だなと思った

のですけれども、１つだけ私から追加させていただきたいのは、今回、府省に、この３つ

のテーマを、とりわけ進めるためにどういう政策をしてもらうか、考えてもらうことで御

意見を伺っているのですけれども、非常に大事な政策を既にもうやられていても、それが

実行されていないところもかなり多いのではないか。 

 例えば、政府はいろんな施策をつくって、例えば、基礎自治体を通じてやるようなもの

がありますね。先ほど、内藤委員からもお話がありましたけれども、受け手の基礎自治体

の側が、実は非常にマンパワーの面でも、職員の側でもそうですし、議会のほうでもかな

り違うわけですね。 

 そういう中で、同じ政策をやっても受け手の側が同じように実行できるわけではなくて、

例えば、自治体として行動計画を作ったりとか、地域の行動計画を作るわけですけれども、

そういうのはいろいろ来るわけですね。ただ、小さな基礎自治体だと、そこにいる職員の

方が一人でみんなやっていたりする、例えばです。そうすると、当然大きな市町村でやる

のと、小さいのと全然違ってくるので、政策がちゃんと実行されて、受け手の違いみたい

なものを少し考える必要があるかなと思っています。 

 あとは、新型コロナ対応でも、これも基礎自治体を通じてやるものや、あとは間に入る

ものがありますね。例えば、NPO法人であったり、あるいは徳倉さんがやっているものに通



29 

 

じているものがあったり、あるいは企業を通じてというのがあると思うのですけれども、

そういう意味で、できた政策が、それがどう必要な人に届いているかということも少し考

えて政策立案するということも大事かなと思います。 

 特に最近は、コロナ禍で個人に直接というのが出てきていますね。ただし、それでも待

っているわけではなくて、そういう人が来てくれるかというと、自殺にしても、来てくれ

るわけではないのですね。行政側からそういう人にアプローチするということも大事だと

思いますので、そういう意味で、政策をどう実際に活用してもらうか、実効的に運用され

るかということを含めて政策立案していただくということも大事かなと感じました。 

 どうもありがとうございます。 

 それでは、２巡目に行きたいのですけれども、20分ちょっとぐらいで、僕を除いて11人

ですので、全員が発言されると２分ぐらいなのですが、どんな感じですか、皆さん、発言

があるという人は、どのぐらいいますか、そんなにたくさんはいないですか。 

 では、多分、また出てくる可能性もありますので、１人２分ぐらいで、今、手を挙げて

いる方で、井上さんから、次の方は、先に手を挙げた人に回しますので、お願いします。 

○井上委員 ありがとうございます。 

 女性活躍を推進する上でというところで発言させていただきます。 

 選択的夫婦別氏制度、これは現場の中からも、大変強い期待がありますし、連合でも内

閣府のいろいろな政策に関して談話を出させていただいているのですが、５次計画が出た

後、閣議決定に関する談話では、選択的夫婦別氏制度の消極的記述は大変遺憾ということ

で書かせていただきました。 

 閣議決定以降、マスコミのいろいろな調査なども出てきていまして、選択的夫婦別姓へ

の期待、あるいは選択的なのだからいいではないかという声がたくさん上がっていると思

うのですね。これは、自分のアイデンティティを示すためというところでいけば、人権の

問題というところとも絡めてきちんと対応しなければいけない課題だと思っていますし、

残念だったのは、５次計画で、パブコメ以前の選択的夫婦別氏制度の資料のところには、

ちゃんとこの間の世論のデータが入っていたのが、５次計画になったら全く違うデータに

なっているという、そういうことも非常に残念に思いました。 

 ですので、私が言いたいのは、この５次計画の中で、消極的な記述になった選択的夫婦

別氏制度、それから女性活躍という意味では、先ほど山口委員からもありましたけれども、

クオータ制の導入は、大変重要な観点ではないかと思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 治部さん、お願いします。 

○治部委員 私、無意識バイアスと教育のお話をさせていただきます。 

 子供が小学校から、今年、中学校になって、ちょっとびっくりしたのは、小学校のとき

は、かなりジェンダー中立な教育をされていました。教科書もかなりよくなっていると思

うのです。 
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 呼びかけるときは、保護者の皆様とか、おうちの方という言葉を使っていらっしゃいま

した。 

 それが、中学校の校長先生が、いきなり保護者会でお母様と言うのです。そこには父親

もいますし、母親がもう亡くなっていて、おじいちゃん、おばあちゃんが来ている例もい

たので、すごく私は気になりました。ですので、ここは予算措置を取っていただいて、今

日、文科省の方がいらしたら、是非校長先生、副校長先生に男女共同参画を、とりわけ無

意識バイアスの研修をしていただきたいと、先生方すごく善意で、いいことをやってくだ

さっているので、ちょっと気をつけるだけで変わってくるので、これは、かなり児童生徒

に対して大きなインパクトがありますので、この点をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 内藤委員、お願いします。 

○内藤委員 ありがとうございます。 

 私は市長になる前に地元の徳島大学の機械工学科に通っていたのですが、そのとき、115

人中４人しか女性がいませんでした。女性の先生も０人でしたので、いろんなハラスメン

トがありました。実際、研修室に女性は入れにくいとかを直接言われたこともあります。 

 というような状況なので、女性の講師を一人でもいいので入れるようにしてほしいです。 

 あと、先ほどの治部さんのお話にも関わってくるのですけれども、やはり進路指導をす

るときに女性は理系に行くべきではない、みたいな話をしている高校の先生や中学の先生

がまだまだたくさんいますので、そうしたアンコンシャスバイアスを解いていくような研

修を更に導入していただきければ、と思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 では、石黒さん、お願いします。 

○石黒委員 ２つありまして、理系とか、それから佐々木委員からITのお話が出たのです

けれども、IT業界にいる私としては、本当にITは稼げる職業ですし、今はそうではない方

は、そこに参画できるように教育、リカレント教育は必要だと思うのですけれども、一方

で、やはり底上げという意味で、今、職がない方がITの勉強をするという時間もないと思

うのですね。そういう方々が、やはりITが勉強できる、それの補助とは何だろうと。そも

そも仕事に物すごく時間給で忙しく働いてらっしゃる方を、リカレント教育があるからと

いってそこに参画できる。もう少し幅の広いというか、補助が必要ではないかなと思いま

すし、リカレント教育だけではなくて、恐らくITというのは、やはり小学校からやってい

なくてはいけないもので、まだ時間はかかりますけれども、短時間でやるものをリカレン

ト教育と、また長期間にわたって全員を底上げしてくという意味では、もう小学校の教育

で、今、文科省のほうで進めていらっしゃると思いますけれども、テクノロジー、プログ

ラミングを必須にするべきだと、私は意見を持っています。 

 あと、これは、私、初めて参画をさせていただいたので、これをどうやって進めていく

のかなというのが、ちょっと疑問というか、女性とは非常に幅広いですね。今の女性のレ
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ベルという言葉を使ってはいけないのですけれども、貧富の差が拡大していく中で、ひと

り親の問題、非正規雇用の問題、それから、キャリアを途中でやめてしまうＭ字カーブみ

たいな問題、そして比較的私の周りにいる人は起業をしたり、女性でも非常にお金があっ

て、その人たちが困っているのが、キャリアは絶対に、もうずっとキャリアを貫くのだけ

れども、卵子凍結の問題とか、非常に何か幅広くて、国家としてどこに優先順位を置くべ

きかとか、何かまとめ方とか、そういうものを何か工夫をしていかないと、往々にして、

こことここに予算は置いたのだけれども、何となくそれが全体として実行するには、ここ

の予算がやはり足りないですねみたいなことになりかねないと思うので、これができるか

どうかは分かりませんけれども、いろいろなベクトルをもう少し整理して、何か優先順位

を決めていくというようなことをしたほうがいいのではないかなと思いました。 

 以上です。 

○佐藤会長 確かに基本計画を見ていただくと、今、石黒さんの言われたことは全部範囲

なのですね。ただ、その中でどう進めていくかというのは、確かに常に課題になるところ

だと思います。 

 では、大崎さん、お願いします。 

○大崎委員 ありがとうございます。 

 治部さんがおっしゃったことに関連してなのですけれども、昨年度になるのかな、文科

省さんで、アンコンシャスバイアスの教員向けの研修教材というのを、パイロットでやっ

て、研修教材を作っています。私もそれに御協力させていただきました。 

 それをしっかりと全国津々浦々の教育委員会を通じて、学校の先生たちにちゃんとなさ

れるということを、是非やったらいかがかなと思います。 

 あと、地方自治体なのですけれども、先ほど、内藤市長がおっしゃってくださった徳島

県の事例、あれはまさに女性のエンパワーメントというところで、結構途上国などでもす

ごくやっている手法です。女性のエンパワーメント、政治的参加だったりとか、経済的エ

ンパワーメント、ちゃんと包括的に学んで、それでもってちゃんと提言できる力をつける、

そういう人たちが地域の政治にしっかり参画していくということなので、政治参加の文脈

でも、日本の方針を見ていると、女性の政治家をいかに増やすかというのをすごく重点的

に書かれているのですが、実は女性の有権者の教育啓発というのはすごく重要で、内藤市

長がちゃんと活動を続けていくに当たって、女性の有権者たちが、やはり内藤さんみたい

な市長さんをサポートする、それも含めて政治参画なので、そこをもう少し強めたほうが

国の施策としていいのかなと。 

 あと、地方自治体でジェンダーキャップに関しては、豊岡市のお手伝いを、私もさせて

いただいているのですが、ジェンダーキャップというジェンダーの本質な問題に切り込ん

で、ちゃんと市役所の中で行政職員が学んで、それを地域の住民も参加型で一緒に学んで

戦略を作っていくというようなことをやっています。 

 そういうことをピックアップして、ちゃんとモデル事例というか、そういうまともな地
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域におけるジェンダー、女性、男女共同参画というのを、まともなものをちょっと集めて、

しっかりとそれを周知したり拡散していくのが重要かなと思います。ありがとうございま

す。 

○佐藤会長 それでは、佐々木委員、お願いします。 

○佐々木委員 私も最初、大学で育児支援を中心にやっていたのですけれども、途中から

これは違うと、独身や子供を出産されていない方もやはり大変で、これは数の問題だと気

が付きました。実際、保育士とか看護師とか、男女比が逆転すると男性側に同じ問題が起

きており、これは確実にマイノリティに起きている問題なので、数をどうにかしなくては

いけない。 

 その場合、やはり制度を変えられる政治家、あとトップ層を増やさなくてはいけなく、

政治家のクオータ制は、これは絶対にやらないといけない。このまま環境改善だけ進めて、

200年かかっても変わればいいと思っていればいいかもしれないのですけれども、本当に変

えるならクオータ制しかないと思っています。 

 実際に名古屋大で我々が女性研究者を急増できたのは、教授の女性限定人事をしたとい

うところが、やはり一番大きなポイントでした。ですので、政治のクオータ制の導入は確

実にやっていただきたいです。また、クオータ制をみんな毛嫌いしているのかなと思って

いたのですが、プランインターナショナルの調査結果で、クオータ制の賛成が32.8％で、

いいえが９％しかないのです。ですので、案外、みんなの意識も変わってきており、クオ

ータ制をやっていいと思っているのではないかなと思います。本当にクオータ制導入を真

剣に考えて、まずはここだけに集中してもいいと思っています。 

 以上です。 

○佐藤会長 政治分野については、今、候補者のところについては、基本的には政党に女

性の割合を、こういうふうにしてくださいみたいのはできてきているので、それを具体的

にどう進めるかというのは、当面の課題だろうと思いますが、ほかの方、どうぞ。 

 では、徳倉さん、お願いします。ほかの方も御意見があれば挙げていただければ、当て

ますので、徳倉さん、お願いします。 

○徳倉委員 ありがとうございます。 

 まず、皆さんとかぶるところは省きたいのですが、まず、選択的夫婦別姓のところは、

やはり大賛成です。これは全員が別姓でないといけないとか、同姓にしないといけないの

ではなくて、やはり選択できるというところがすごい大事なポイントなので、反対される

方は、この選択的ということを非常に理解されていないのではないかと思うので、やはり

この辺の議論を深めるのと、やはり周知をしていくということが非常に大事かなあと思っ

ています。 

 私自身、文科省の次世代育成の委員会のほうに、昨年まで務めておりまして、大崎さん

が講演されたものなども、実は拝聴させていただいてたのですけれども、やはり教員の皆

さんのジェンダーバイアス、特に無意識のほうが非常に強いですけれども、私も中学生と
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小学生、合わせて３人おりますけれども、やはりそれぞれ校則にしても、ふだんの生活に

しても、非常に男だから、女だからというような分担制というのは非常に多くなっている

というところがやはりあるので、やはり10代にどういう教育をしていくのかというところ

は、しっかり予算もつけながら進めていくことが、10年後、15年後の部分で非常に大事か

なと思います。 

 短期的には、先ほど佐々木さんも言われていたように、クオータ制というのは、とって

も大事なポイントだと思います。 

 今、経営者、いろいろ話を、私も地方で、私もMBAにいるので、様々な経営者と話をして

いますけれども、決めてくれたらやりやすいという経営者は増えてきています。これはす

ごく日本的だなと思います。 

 要は自分が仕掛けてやると、いろいろな波風が立つけれども、公なところがある程度枠

組みを作ってさえすれば、この仕組みができたから入れないといけないねという文脈でや

りやすいのだということを非常に多く、ここ２、３年非常に聞くようになりました。 

 ですので、この辺の号令は、やはり国を挙げてやっていくことが非常に大切なポイント

かなと思います。 

 最後にもう一つだけ、今回だと、山口先生とか白波瀬先生、佐藤先生ももちろんそうな

のですけれども、やはり、皆様のデータとか論文だとかというのを、我々などは、割と調

べて、それを使ってということは非常にやりやすい環境にいるのですけれども、やはり一

般の行政職員であったりとか、先ほど佐藤先生も御指摘されていましたけれども、例えば

四国の基礎自治体になると、男女共同参画室とかあるのですが、課長がいて、もう一人職

員がいてみたいなところはざらなのですね。 

 そうすると、去年やってきたものをどうつけ焼きをするのかみたいなところで手一杯な

ところがあって、やはり１つワンストップでデータベースのようなもの、最新の情報はこ

ういうものだよと、内閣は、毎年冊子はもちろん出していますけれども、より踏み込んで

いったようなものというのを、内閣府のここに来れば、そういうデータが取れるのだなと

いうものを、やはりやっていただければ、以前、連携推進会議のときに、私は提案させて

いただいて、全国の様々なセミナーとか実例を、そこに集約をしたら、内閣府のホームペ

ージにそれを実装していただいて、内閣のホームページで一番アクセス数が稼げるのがそ

こだと言われまして、やはり皆さん事例というのもそこで見ていく。 

 同じようにデータベースも、そこでやはり知見を得ていくという仕組みをやっていく、

そこに予算をつけていく必要性はあると思います。 

 以上になります。 

○佐藤会長 山田委員、お願いします。 

○山田委員 クオータ制について、皆さん、積極的な御意見なので、私は大変心強く思っ

たのですが、後日談的に申し上げると、クオータ制を実現するまでは、大変だと、さっき

お話をしたのですが、クオータ制が実現し、これが、私たちの弁護士会だけではなくて、
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日弁連、４万人の弁護士会の中でもクオータ制、これも３年ぐらいかかったのですが、実

現しました。 

 その後、どうなったかというと、これは、あくまでも皆さん御存じのように、暫定的措

置ということで、５年後に見直すというような形でやっているのですが、普通に受け入れ

られています。 

 それに対して、今、ちょうど徳倉さんがおっしゃったように、決められたら受け入れる

というのは、もしかしたら日本人の国民性なのかもしれないけれども、決めるまでは大変

だったのです。いろんな意見、インフラ整備が先だとか、民主制を破壊するとか、男性差

別だとか、いろんな意見があったのですが、決めたら割と、今度は誰がいいという話をす

るようになってきて、そこに行くまでは、かなりガラスの天井ではありませんけれども、

厳しいものがあるかもしれませんが、決めたら、それこそ、国連の女性差別撤廃委員会で

日本人で初めて委員長になった林陽子さんという、かなりこれを応援してくれた人が、日

本もとうとう弁護士会でクオータ制を採用するようになるのよという話をみんなにしたら、

今頃クオータ制と、もうパリテではないのみたいな話で、諸外国の例を見ると、例えば、

フランスとかスウェーデンとかは、もう45％とか40％近い人が経営者、取締役になってい

る。政治家も同じ、それが普通になっているところで、ようやくクオータ制という話にな

っているわけなのですが、私は、そこに行くまではちょっと大変で、是非政治が変わらな

ければ、やはりトップ層が変わらないと、やはり変わらないのですよ。 

 大学も、たまたま私、東北大学でずっと５年ぐらい女性活躍推進のお手伝いをさせてい

ただいているのですが、特に理系が厳しいということで、サイエンスエンジェルとか、い

ろんな制度を作って、名古屋大学の先生などもいろいろ応援していただいてやっているの

ですけれども、女性の副学長が生まれたら、何となく空気が変わっていくのです。 

 だから、私はやはり、最高裁判事も、推薦するとき、必ず女性を推薦するようなことを

努力しています。 

 最後は、それを採用するかどうか、政府のほうなのですが、そういった努力を地道にし

ていくことによって、多分、全体のボトムアップをされていくだろうと思いますので、是

非その点も御検討をいただければと思います。 

 以上です。 

○佐藤会長 あと５分ぐらいは議論できるかなと思いますが、無理にという訳ではない、

ほかに御意見のある方があれば、では、白波瀬さん、お願いします。 

○白波瀬委員 ありがとうございます。 

 １点は、最初に佐藤先生からあったのですけれども、私も本委員になったのは初めてな

ので、ちょっと基礎知識の勉強中というところがあるのですけれども、実は、いろんなこ

とが既にやられている。しかしながら、それが機能していない。なぜ機能していないのか

という、それこそ、ずっと山口さんもおっしゃっているのですけれども、やはり評価が求

められます。それで今回、コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会からの緊急提言
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も概算予算請求の時期とタイミングが合いまして、予算措置していただきました。ただ、

例えば、一兆何千億という予算をあてがっていただいても、実際にどういう形で流れて使

われて効果になっているのかというのが見えないのです。すると、一時的なことであとは

全部消えてしまうというのはあまりにもったいないことです。そこをどこかで、事務方の

方、大変かもしれないけれども、一度整理していただきたいと思います。今、佐藤先生か

らも受け手のという話がありましたけれど、上から新しい政策や試みがどんどん流れてく

る反面、それを十分受ける準備が現場にできていない現実もあります。そのあたりちょっ

と整理していただくというのは、もうそろそろ５次に来ているので、必要だと思います。

是非お願いします。 

 あとは、今、クオータ制の話があって、これは時限つきということです。男女間の大き

なアンバランスは極めて大切でもともとは人権の問題にもつながります。同制度の導入は、

将来に向けた状況改善のための外圧ということです。これは、本当は国のトップが、ずっ

としっかり言っていただいて、何で必要なのかというところで展開していかなければいけ

ないと思います。あと、足元の話というのがあったのですけれども、教育分野は特に、や

はり進学指導。みえにくい学校内で行われる進学指導のところは影響が大きいと思うので

す。地方も含めて、これは将来に向けたリスクテイクという意味で、構造的にリスクを前

取しても変えようというところだから、そこのところで教員層の教育が、やはりキーにな

ると思っています。３点ぐらいになってしまったけれども、よろしくお願いします。 

○佐藤会長 ほかには、いかがですか。 

 クオータ制とポジティブアクション、多分、領域によってやり方は違ってくる、一律に

やると誤解もあるので、例えば、今でいうと、審議会などは結構やってきたわけです。こ

れは、結構やりやすいところだと思いますし、例えば、今、役員についても、１人はとい

う話をして、今、そういうのが出てきて、あれは割合やれるところだと思うのですけれど

も、そういうことによって、あとは例えば、民間企業でいうと、育成のところでいうと、

キャリアのプランを作るのは女性だけやってみたいなところがあります。男性は、当然や

らなくてもやるだろうから、女性だけについては、育成のプランを作れというのをやって

いたり、やり方はいろいろあるので、多分、それが一律になってしまうと、それぞれ思い

浮かべていることがかなり違うので、どういう分野だから、この分野だと、こういうやり

方があるみたいなことを、少し具体的にやっていくということも、進める上では大事かな

と思います。 

 よろしいですか。 

 それでは、本当に皆さんに貴重な意見を限られた時間の中で出していただいて、どうも

ありがとうございました。 

 それでは、進め方ですけれども、本日いただいた御意見を踏まえて、重点方針をこれか

ら議論していくわけですが、その案になるような素材を作成し、専門調査会の親会議であ

る男女共同参画会議で、議員の方もいらっしゃいますので、重点方針の決定に向けて、こ
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こでの意見を上げて、そこでまた議論をしていただくとなっています。 

 ですので、私としては、今日皆さんからいただいた意見を、どこまでできるか分かりま

せんが、できるだけきちんと、可能な範囲でまとめて上に上げるという形にさせていただ

ければと思います。 

 私が落ちている部分については、この中にも議員の方がいらっしゃいますので、そのと

きに、これが落ちていますということを言っていただければ有り難いなと思いますので、

特に、今回、限られた時間でやらなければいけないということ、そういう意味で、今回、

１回だけですけれども、御意見をいただいたものを、今のような手順で会議のほうに上げ

て、重点方針につなげさせていただければと思います。 

 それでは、一応、今日の議論は、局長いいですかね。 

○林局長 ありがとうございます。たくさん貴重な意見をいただきまして、私も頭が、今、

破裂しそうなぐらい刺激を受けております。本当にどうもありがとうございました。 

○佐藤会長 それでは、本日の会議を終了させていただければと思います。 

 どうもありがとうございました。 
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